
 
 
 

 

◆幼児教育無償化に関する関係閣僚・与党実務者連絡会議が開かれる 

 
 

幼児教育の無償化、実現へ 

来年度、対象人数は最大で約 30 万人、予算規模は約 300 億円 

 

平成 25 年６月６日（木）、『幼児教育無償化に関する関係閣僚・与党実務者連絡会議』が

開催され、幼児教育無償化の実現に向けて、３～５歳児のうち、まずは５歳児の無償化を

視野に、平成 26年度から段階的に取り組むとの方針を取りまとめました。 

 当面、３～５歳児を通じて多子世帯や低所得層から取り組むこととし、一家族で３人

以上の世帯について、幼稚園児から小学校３年生までの６年間の中で、①上から２番目の

子（第２子）が幼稚園児である場合は平均的な保育料の半額、②上から３番目の子（第３

子）以降が幼稚園児である場合はその平均的な保育料の全額を補助する（いずれも所得制

限は設けない）。また、生活保護世帯は第１子から無償とすることを目指します。 

 対象となる園児数は、幼稚園児数 160 万人のうち、最大で約 30万人（約 19％）、必要

となる財源は、地方負担分を含め約 300 億円と見込まれています。 

政府は、今後、この基本方針を踏まえ、来年度予算案の概算要求に取り組んでいくとし

ています。 

全日私幼連としては、引き続き幼児教育の無償化実現を確実なものにするため、全国の

私立幼稚園保護者・教職員の皆様のご支援をいただき、署名活動の一層の推進を図るとと

もに、国の平成 26年度概算要求をターゲットに置いた要望活動等について、香川会長を中

心に全力で取り組んでまいります。 
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